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This study considers people with dementia as members of the community and explores the 
history of Takurosho, which is a source of small multifunctional at-home care, and the insti-
tutionalization of small multifunctional at-home care. This study also clarifies the essence of 
dementia care from a community welfare perspective. In addition, it considers the roles and 
issues of small multifunctional at-home care in the future “symbiotic society.”
The practice of Takurosho has become a model for small multifunctional at-home care. 
Moreover, it demands a new approach to dementia care and tends to reflect on the inappro-
priate care that people with dementia have often received. This care practice is based in a 
place where an individual with dementia has been residing and continuing life at home; this 
unique aspect seemed to be very significant from the viewpoint of a person with dementia. 
Therefore, it is clear that conventional dementia care has led to the establishment of a small 
multifunctional at-home care system as a new stage on the basis of “a familiar relationship with 
the area where one lives.” In the future, small multifunctional at-home care will be required 
to work with individuals with dementia while maintaining a community welfare perspective 
of community creation through the social participation of all parties.
Ⅰ．はじめに
2018 年現在、介護保険において介護が必要
な主な原因として認知症が最も大きな割合を占
めている（内閣府 2019）。すでに 2012 年の時点
で 65 歳以上の高齢者の 4 人に 1 人が認知症又
は予備群とされ、いわゆる「認知症 800 万人時
代」ともいわれている（朝田 2013）。日本政府
は2004年に「痴呆」という言葉を「認知症」と
改め、翌年を「認知症を知る1年」と位置づけ、
「認知症を知り地域を作る 10 カ年」構想を打ち
出すなど、現在に至るまで認知症対策に関する
様々な取り組みを試行錯誤しながら展開してい
る。2019 年 6 月には新オレンジプランの後続に
当たる「認知症施策推進大網」が取りまとめら
れたが、本大網では、認知症になっても住みや
すい社会を形成する「共生」と、発症や進行を
遅らせる「予防」を車の両輪として位置付けつ
つ、①普及開発・本人発信支援、②予防、③医
療・ケア・介護サービス・介護者への支援、④
認知症バリアフリーの推進・若年性認知症の人
への支援・社会参加支援、⑤研究開発・産業促
進・国際展開の5つの柱を挙げている。さらに、
高齢者が地域で気軽に体操や趣味を楽しむ「通
い」の場の拡充など具体的な施策を数多く盛り
込んでおり、それに関する数字目標（KPI,　Key 
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Performance Indicator）を定めた。本大網は、
認知症の人を地域で暮らす生活者と位置付けて
おり、住み慣れた地域を認知症の人の生活の拠
点としながら医療・福祉をはじめとして社会全
体が共に支えていく方針を明らかにしたものだ
といえよう。しかしながら本大網は、認知症の
人による情報発信の支援など随所に認知症の人
を中心とする発想がある点を評価されながらも、
実際には「当事者の視点」が減退している中で
予防が強調されるあまり、かえって認知症に対
する偏見を生み出す危険性があると懸念する声
もある（三原 2019）。
Ⅱ．研究の背景と目的
1．研究の背景
今日の認知症ケアは、認知症の人の思いや視
点を基に認知症の人が暮らしてきた地域を中心
に展開されている。その支援を支える政策の根
底には「地域包括ケアシステム」の考え方があ
る。2005年の介護保険法改正では、地域包括ケ
アシステムの中核サービスとして「地域密着型
サービス（以下、地域密着型）」が導入され、そ
の中で在宅高齢者の365日・24時間切れ目のない
支援を目指して小規模多機能型居宅介護（以下、
小多機）が創設された。小多機は利用者の状況
に応じて「通所」「訪問」「宿泊」を組み合わせて
提供する在宅サービスで、その成立の背景には、
宅老所をはじめとする先駆的な小規模多機能ケ
ア実践の積み重ねがある（平野他 2007）。特に
制度化の際には、「小規模」「多機能」「地域密着」
といった特徴から環境の変化に敏感な認知症ケ
アに有効である（厚生サロン 2005：8）と期待
されながらも、制度の枠に嵌められることによ
りサービスの主な特徴であるケアの柔軟性が失
われるのではないかという指摘もあった（浅川
2008、高田・谷川 2009）。実際に 2007 年、小規
模多機能ホーム研究会が行った調査（全国の小
多機 700 か所を対象）では、小多機を始めた事
業所のうち 8 割以上は新規に始めた事業所であ
り、殆どの事業所は宅老所の経験がなく新たな
在宅サービスに対して戸惑いを感じている事業
所が多かった。故に、これまでの小規模多機能
ケアの実践をよく知らないまま準備を進めた事
業所が多いことが指摘されている（高橋2008）。
小多機が創設されてから13年目を迎え、小多
機に対する認知度は徐々に高まっているが、保
険者の認識や地域差、利用者確保や運営上の課
題、医療や地域との連携、人材育成や質の確保、
ケアマネジメントの在り方等、様々な課題を抱
えながら展開されている（賀戸・林2004、高橋
2008、高田・谷川 2009、山越 2009、2011、永
田・松本2010、高橋2011、米田2011、永田・東
2010、永田・北村 2014、永田、2011、野田・糟
谷 2011、白石 2016、全国小多機連絡会 2019）。
一方、小多機は画一的な取り組みではなく、地
域生活重視型、訪問重視型、住宅併設型など多
様に展開されている。これは、利用者の主体的
な在宅生活の継続に小多機が柔軟に変化してい
ると捉えることができる（山越 2011）。
国が目指している「共生社会」の下、2018年
の介護保険法改正により、小多機において共生
型サービス・一体型サービスのような対象者横
断のサービスが盛り込まれ、在宅高齢者のみで
はなく、障害者も児童も利用できる仕組みにな
った。このような最近の流れは、認知症ケアの
あり方を初めとする小多機におけるケアのあり
方が大きく変わる分岐点であると思われる。
このように時代と共に小多機の役割やケアの
あり方も進化しているが、制度創設当初、小多
機が目指した理念と本質は変わらないと思われ
る。しかし、小多機が制度化されて 13 年が経
ち、今後のその理念と本質が見失われていく可
能性もあると危惧される。
2．研究の目的
本研究は、上記の問題意識から小多機のモデ
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ルとなった宅老所運動の展開から小多機の制度
化に至るまでの経過を整理し、小多機における
認知症ケアの理念と本質を明らかにする。その
上で、福祉コミュニティの視点から、認知症の
人も地域で共に生きる「共生社会」を目指すた
めに小多機に求められる役割について考察する
ことが目的である。
なお、本稿における福祉コミュニティの視点
は、岡村重雄の福祉コミュニティの定義を用い
る。
福祉コミュニティとは、日本において地域福
祉概念を体系化した岡村重夫が1974年に上梓し
た『地域福祉論』で提起した概念である。岡村
は、「コミュニティの一般的社会状況のなかで、
とくにこれらの社会的不利条件をもつ少数者の
特殊条件に関心を持ち、これらの人々を中心と
して『同一性の感情』もって結ばれる一般コミ
ュニティの下位集団が『福祉コミュニティ』で
ある」としている（岡村 1974：87）。また、「福
祉コミュニティ」の構成員は、地域社会の福祉
サービスの対象者や当事者と同じ立場に立つ同
調者や利害を代弁する代弁者とこのような生活
困難者に対して、各種のサービスを提供する機
関・団体・施設によって構成される（岡村1974：
70）。本稿では、岡村の定義に従い「福祉コミュ
ニティ」を「社会的不利条件をもつ人々の生活
における特殊条件に関心を持って、その人達を
中心として同一性の感情もって結ばれるコミュ
ニティづくりである」とする。
Ⅲ．小多機とは何か
1．介護保険法における小多機の位置づけ
2005年の介護保険法改正において、地域包括
ケアシステムの基盤整備を図ることとなり、地
域包括支援センターと地域密着型が創設された。
この中で在宅にて地域包括ケアを実現する具体
的なサービスとして注目されたのが小多機であ
る。小多機は住み慣れた地域を拠点とするサー
ビス形態として地域密着型の新たなサービスの
一つであると位置づけられた。
小多機は、厚生労働省令第 34 号の第 4 章第 1
節では、小多機の基本方針（指定地域密着型サー
ビスの事業の人員、設備及び運営に関する基準
第 62 条）として、「要介護者について、その居
宅にいて、又はサービスの拠点に通わせ、若し
くは短期間宿泊させ、当該拠点において、家庭
的な環境と地域住民との交流の下で、入浴、排
せつ、食事等の介護その他の日常生活上の世話
及び機能訓練を行うことにより、利用者がその
有する能力に応じ、その居宅において自立した
日常生活を営むことができるようにするもの」
と定めている。
このように、小多機は要介護者の自立した在
宅生活を支援するため、「通所」を中心に随時、
「訪問」や「宿泊」が馴染みのあるスタッフによ
って利用者の生活に応じ柔軟に組み合わされ一
体化して提供されるサービスである。そのサー
ビスを行う際には、小多機を住み慣れた地域の
拠点として地域住民との交流の下で行うことと
記されており、今まで利用者が生活の中で培っ
てきた地域住民との社会関係性もその支援の主
な役割の一つに含まれている。
小多機の登録定員は制度化当初は25名以下で
あったが、2015 年の制度改正で 29 名となった。
また、この登録者の数によって「通い」「泊り」
の定員も決まる仕組みであり、「通い」の利用者
は登録定員の 2 分の 1～15 名の範囲内（一定の
要件を満たす場合は最大18名）、「泊り」の利用
定員は通いの利用定員の3分の1～9名の範囲内
となっている。2018年4月現在、全国に5,363ヶ
所の小多機が稼働し 95.5 万人の高齢者が利用し
ながら地域生活を送っている。また、要介護状
態別受給者数の割合は、要介護 1 （25.6％） と要
介護 2 （24.2％） の利用が約半数を占めており、
その殆どが認知症高齢者である（厚生省2018）。
これは、身体介護より、認知症でありながらも
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自宅で自分らしく生活ができるように支援する
生活ケアが必要な人々が主に占めていると考え
られる。
2．小多機の特徴
小多機の制度化は、宅老所の実践を表現して
きた「地域密着」「小規模」「多機能」という3つ
の特徴が、一つのサービスの基準として制度化
された。
全国小規模多機能型居宅介護事業者連絡会
は、一番安心できる住み慣れた自宅や地域で自
分らしく、これまでの暮らしを続けることがで
きるよう、在宅では実現しえなかった24時間・
365 日連続したケアの提供が可能であるとされ
ている。並びに、「地域を施設に見立てたサービ
スで、自宅を施設の居室と捉え、道は廊下。施
設の職員が居室にお邪魔するように自宅に訪問
し、日中のつどいの場として食堂へ集まるよう
に事業所に向かう」とその特徴を記している。
さらに、利用者の住み慣れた地域を拠点とする
ため、小多機が所在している地域の人（中学校
区単位を基本とする日常生活圏域内に居住する
人）を対象とし、事業所と利用者が概ね30分以
内の距離にあることが原則である。
小規模は、従来の大規模施設の画一的で集団
的な処遇に対して個人の生活を尊重し、ケアに
利用者の生活を合わせるのではなく、利用者の
生活にケアを合わせることで、個別ケアを充実
することである。また、民家を活用した家庭的
な環境は利用者が親しんだ空間でなじみのある
スタッフによるケアによって利用者が持ってい
る強さを引き出す環境を提供する役割を持つ。
多機能は、「通い、訪問、宿泊という 3 つの
サービスが行えれば済む」という意味ではなく、
利用者の生活においてその多様なニーズに臨機
応変に応えることができる仕組みを意味する
（平野他2007）。また、利用者の在宅生活の継続
性や社会関係の継続性が担保されていることか
ら、本人だけではなく家族を含めた生活全体に
おけるニーズと日頃からの状況を把握し、それ
に要する資源を柔軟に結び付けていく必要があ
る。従って、ケアマネジメント機能が内在化さ
れているという特徴がある。利用者の在宅支援
においては、小多機のみの働きかけではなく、
家族や地域住民との交流の下で住み慣れた地域
での共生を目指し、各事業所における運営も利
用者のニーズに即して作り出す自発性が重要で
ある。このような小多機の機能は、要介護度が
重度になっても在宅での生活の継続を支援する
サービスであるが、利用者の中には独居の高齢
者も多く、このケア資源がある意味家族の代替
の役割を果たしていると指摘されている（西尾
2016）。
また小多機の一つの特徴として、介護報酬月
単位の定額払いがあげられる。介護保険サービ
スにおける在宅サービスは、提供したサービス
の量に応じて報酬を受け取る出来高報酬である
が、小多機では利用の回数や時間にかかわらず
一律の報酬が支払われる「包括払い」として設
定されている。この報酬形態は利用者の常用に
合わせた柔軟なサービスをするため導入された
が、定額であるため過少なサービス提供となら
ないよう利用者や家族の理解とトータルに在宅
を支援するケアマネジメントの役割が重要にな
る（高橋 2008：10）。
Ⅳ．「小規模・多機能サービス拠点論」
と小多機の制度化
1． 2015年の高齢者介護～高齢者の尊厳を支
えるケアの確立に向けて（以下、2015 年
の高齢者介護）
2000 年に策定された介護保険法では、「介護
の社会化」をキャッチフレーズに、要介護者な
どが尊厳を保持しつつ、その有する能力に応じ
自立した日常生活を営むことができるよう、必
要な保健医療サービス及び福祉サービスに係る
給付を行うことを目的として、要介護者の尊厳
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と自立した日常生活支援を、介護保険制度全体
を貫く理念として挙げている。
介護保険サービスがスタートした際のサービ
ス類型は、定額負担の施設のサービスとサービ
ス使用量に比例する出来高負担の在宅サービス
に二分化されていたが近年は地域包括ケアシス
テムの考え方の下で在宅と施設という二者選択
ではなく住み慣れた地域を拠点とする支援体制
が展開されている。
小多機は、2003 年 6 月に厚生労働省老健局長
の私的研究会である、高齢者介護研究会によっ
て纏められた「2015年の高齢者介護」という報
告書によって高齢者ケアの新しいサービス体系
として注目された。
高齢者介護研究会は、2006年の介護保険制度
改正に先立ち「ゴールドプラン21」の新たなプ
ラン作成の方向性と中長期的な介護保険制度の
課題や高齢者介護のあり方について検討するた
めに設置された。また、団塊の世代が65歳にな
る2015年を目途に「高齢者が尊厳をもって暮ら
すこと」を最も重要な課題であると認識した上
で、高齢者がたとえ介護を必要とする状況にな
ってもその人らしい生活を送ることができるよ
うに高齢者の「尊厳を支えるケア」の実現を目
指すことを基本に据えた。特に要介護高齢者の
ほぼ半数に認知症の影響が認められ、施設入所
者の8割に認知症の影響が認められる状況である
ことから今後、認知症の人の対応が最も重要な
施策であると認識した。従って、これまでの身
体介護中心であった高齢者ケアのあり方を認知
症の人に対応するケアへ転換させ、認知症ケア
を高齢者ケアの標準とする新しいケアモデルの
確立を打ち出した。さらに、「在宅生活を望む多
くの要介護高齢者が施設への入所を決断せざる
を得ないという背景には、在宅で 365 日・24 時
間の介護の安心を得ることが極めて困難である」
ためと指摘し、在宅高齢者に 365 日・24 時間の
安心を届けることのできる新しい在宅介護の仕
組みが必要であると訴えた。そして、日中の通
い、一時的な宿泊、緊急時や夜間の訪問サービ
ス、さらには居住といったサービスが、要介護
高齢者 （や家族） の必要に応じて提供されるこ
とが必要であり、また、これらのサービスの提
供については本人の継続的な心身の状態の変化
をよく把握している同じスタッフによる切れ目
のないサービスを一体的・複合的に提供できる
拠点（小規模・多機能サービス拠点）が必要で
あると述べている。また、こうした一連のサー
ビスは、安心をいつも身近に感じられ、即時対
応が可能となるよう、利用者の生活圏域（例え
ば中学校区あるいは小学校区）の中で完結する
形で提供されることが必要である」と述べてい
る（高齢者介護研究会 2003）。これを踏まえて
在宅サービス等、地域でのサービスの継続性を
担保すること、あるいは地域分散型サテライト
方式によって逆デイサービス、逆ショートステ
イの地域でのサービス等を通じた施設介護機能
の地域展開を可能とすること、施設介護におい
ては個別ケアを実現するための個室化・ユニッ
トケアを普及すること等々を含んだ新しい介護
サービス体系が提唱され、この新しい介護サー
ビス体系を実践する試みとして宅老所の実践を
言及している。
春日（2003：216）は、「この提言の斬新さは
『尊厳を支える』ためのケアモデルとして痴呆性
高齢者ケアを置き、それを『標準モデル』にす
ると明示し、痴呆ケアの『特殊』から『一般』
への転換が図られている点である」と評価して
おり、その背景として「人口学的にみて今後、
後期高齢者の増大とともに痴呆性高齢者が増大
するであろうという予測のみならず、70年代以
降、民間有志によって先駆的に取り組まれてき
た痴呆性高齢者の『居場所づくり』や認知症ケ
アの成果を公的に認知しそれを制度的に推進し
ていこうという流れがある」と指摘している。
このように小規模・多機能拠点論は、認知症
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の人を高齢者ケアの中心として位置付け、従来
のケアをする側の視点から、本人視点や生活へ
の転換が図られたと言えよう。さらにその考え
方の根底には、認知症ケアに対して公的な支援
がなかった時代から取り組んできた宅老所の理
念や実践が大きな影響を与えたと考えられる。
2．2006 年介護保険法の改正と小多機の創設
2000年に施行された介護保険法は、それまで
の税金分配による措置制度から、利用者個々の
将来リスクに対する投資を原則とする保険制度
に転換するものであり、介護に関わる責任も家
族から社会へと転換するものであるが、当初目
的としていた在宅志向は思うように発展せず、
軽度者の拡大による保険給付費の膨張が続いて
いた（小山 2008）。予想を上回る要介護認定者
の急増とそれによる介護保険料の増大という課
題から、2005 年 10 月には介護保険の施設利用
者にも居住費と食費の自己負担が導入される。
2006 年 4 月の介護保険法改正では「制度の継続
性」が挙げられ、介護予防の強化により、要介
護状態を減少させて軽度要介護者の重度化を抑
制する政策が推進され、「制度の継続可能性、明
るく活力ある超高齢者社会、社会保障の総合化」
を基本視点として制度全体について見直しを行
った（厚生省 2007）。そして、高齢者の「自立
支援」「尊厳の保持」を基本としつつ、制度の継
続可能性を高めるために、①介護予防重視型シ
ステムへの転換、②施設給付の見直し、③新た
な介護サービス体系の確立、④サービスの質の
向上、⑤負担の在り方・制度運営の見直しが行
われた。特に③新たな介護サービス体系の確立
においては、高齢者の住み慣れた地域社会を主
なキーワードとして、市町村単位の生活圏域の
設定、地域包括支援センターの創設、地域密着
型が創設された。
地域密着型は、これまでの全国一律のサービ
ス体系に「身近な地域で、地域の特性に応じた
多様で柔軟なサービス提供を可能とする」こと
を目的に、介護保険サービスの指定や監督を都
道府県から市町村に移管して提供するものであ
る。その他に地域密着型の特徴として、生活圏
域を分け、地域のニーズに応じた整備の促進、
地域の実情に応じた指定基準、介護報酬の制定、
指定、指定基準、報酬設定に地域住民、高齢者、
経営者、保健・医療・福祉関係者等が関与する
仕組みなどがある （森 2008）。地域密着型には
6 つの内容が設定され、小多機は地域密着型の
目玉として「365日・24時間切れ目のない支援」
を目指して新しく創設された。
すでに述べたように、小多機は住み慣れた地
域での在宅生活の継続を支援し、小人数制で利
用者一人ひとりの状況に合わせてきめ細かな
サービスがなじみのあるスタッフによって提供
され、利用者のみではなく利用者を取り巻く人
間関係が切れないように支援することが重要で
ある。つまり、要介護高齢者の「住み慣れた地
域環境」を拠点として本人の「社会関係性」や
「生活の継続」など「認知症の人へのケア」を主
に念頭に置いたサービスであると言える。
Ⅴ．宅老所における実践の展開
1．宅老所とは
宅老所・グループホーム全国ネットワークの
ホームページによると、「民家などを活用し、家
庭的な雰囲気の中で、一人ひとりの生活リズム
に合わせた柔軟なケアを行っている小規模な事
業所を指す」と説明しており、通いのみを提供
しているところから、泊り（ショートステイ）
や自宅への支援（ホームヘルプ）、住まい（グ
ループホーム）、配食などの提供を行っている
ところまであり、サービス形態はさまざまであ
る。また利用者も、高齢者のみに限っていると
ころがある一方で、障害者や子どもなど、支援
の必要な人すべてを受け入れるところもある。
現在、介護保険法や自立支援法の指定事業所に
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なっているところもあれば、利用者からの利用
料だけで運営しているところ、あるいは両者を
組み合わせて運営しているところもある。
2．宅老所における実践の展開
認知症介護対策における歴史的な展開の背景
には、80年代半ばに登場した「宅老所」と総称
される認知症介護をめぐる日本的なケア実践が
多様な形で展開され、小多機の制度化に大きな
影響を与えている（平野他2007）。宅老所は、介
護状態になっても長年住み慣れてきた地域の中
で、できるだけ今までの生活を続けたいという
高齢者の思いを実現させる実践活動で、宅老所
の「宅」が自宅の宅であるように、改装した普
通の民家を活用して、本人の意向を尊重しなが
ら介護者と一体となって日常の暮らしを営み、
支えようという姿勢が自然とケアに繋がったも
のである（浅川 2008）。
宅老所の始まりは1980年代に京都府で「呆け
老人を支える家族の会（以下：家族会）」が開設
した「託老所」と言われている。当時は家族会
に家族が参加している間、別の会員が当事者の
世話をする形であった。それが、本格的なデイ
サービスとして取り組まれ始めたのは 1983 年、
群馬県の家族会群馬県支部の田部井康夫や加藤
道子らによって開設された「デイサービスセン
ターみさと」が最初とされる（平野ほか2007）。
また、青森県八戸市で1986年に開設した痴呆老
人援助専門ミニホーム「紬の家」では小規模な
居住が始まり、同じ年に埼玉県で「元気な亀さ
ん」が開設され共生ケアが始まった。
1987 年に「通い・泊まり・居住」を行う「小
規模多機能ホーム」と呼ばれる「ことぶき園」
が島根県で開設され小規模多機能ケアの原形と
なる実践が生み出された。「ことぶき園」の理事
長である槻谷和夫は長年、特養で働いた経験か
ら、人里離れた大規模施設で画一的に管理する
大規模施設ケアに限界を覚え「ことぶき園」を
開設した。「ことぶき園」は、定員 10～12 人の
いつでも自由に利用できる老人ホームで、JR出
雲市駅から徒歩10分少々の出雲市中心部に位置
し、開放感を前面に打ち出した設計の平屋で建
てられた。また、婦人会など地域との交流を始
め、利用者同士の人間関係を深めることとスタ
ッフと利用者との関係づくりにより安心感を作
りだすことを心がけた。槻谷の著書『誰もが望
む老人ホームづくり』では、「ことぶき園」に関
する希望事項として、「①小規模（5-10 名以上）
のホームも公的認可事業としてほしいこと。住
み慣れた地域にあること②小規模且つ多機能の
ある老人ホームにして欲しいこと。いつも必要
な期間や時間が本人や家族の事情により選べら
れること、身体の状態で老人ホームを分けない
こと③利用者のプライバシー、人間としての尊
厳が守られるホームにすること④こうした地域
密着の小規模多機能型老人ホームの中に、ヘル
パーさん、保健師さん（必要に応じて病院や開
業医との協力）を配置し、保険・医療・福祉の
連携かつ一体化を図ること」などを訴えた（槻
谷 1992）。この新たな試みが「通い・泊り・居
住」という「小規模多機能ホーム」として展開
し、「地域密着」「小規模」「多機能」という小規
模多機能ケアの原形となる実践が生み出された
のである。
1991 年には「宅老所よりあい（以下、より
あい）」が開設される。「よりあい」は、「託老
所」の「託」から自宅を意味する「宅」の字を
用いて「宅老所」という呼び名を全国で初めて
採用した「通って、泊まって、住む」小規模介
護ホームである（浜崎 2008）。「よりあい」は、
特養に務めていた 3 人が高齢者ケアのあり方と
福祉制度に疑問を抱き、92歳の一人暮らしをし
ている認知症の女性との関わりをきっかけに誕
生した。引きこもりがちであった利用者のため
に出かけられる「場」作りが開設当初の目的で
あった。また、その「場」作りに対する宅老所
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の発想は、上記の「ことぶき園」の実践を参考
にして、「ことぶき園」で実践している、スタ
ッフの都合ではなく利用者に合わせた時が流れ
ている様子をケアの理念として取り入れた。開
設当初は週 1 回、認知症の人の居場所作りをし
たが、その後、利用者が増え、週 1 回から 3 回
へ、場所も寺の二間続きの座敷に移し、さらに、
隣の民家に移った。全国的な知名度で、しばし
ば認知症ケアの先駆的実践事例として取り上げ
られ、近年では小多機の先進モデルとして、認
知症ケアの専門的視点から、あるいは居宅高齢
者生活モデルの立場から高い評価を受けている
（豊田ほか2009）。「よりあい」が目指す実践は、
家族ケアを補完することではなく障害を持った
高齢者の社会関係の改善を通して、質と幅を向
上させた普通の生活を送れるような生活の場を
確保し、生活者としての主体性の回復をはかる
ケアを提供する『宅老所』という拠点を創造す
ることであった（井上 1997）。
90 年代以降、宅老所は全国に広がりを見せ、
1993年には「通い」「泊り」に加えて「訪問」も
行う「のぞみホーム」（栃木県）が開設し、現在
の多機能ケアの形態に繋がる。また、1986年に
開設した「元気な亀さん」（埼玉県）や 1993 年
に開設した富山県の「このゆびとーまれ」を代
表とする、高齢者のみではなく子供や障害者も
共に過ごすことができる「共生ホーム」という
共生ケアという取り組みも誕生した。「このゆ
びとーまれ」は、富山赤十字病院の看護師 3 人
が始めたデイケアハウスである。最初の利用者
は認知症のお年寄りだと思い込んでいたが、実
際は 3 歳の障害児であった。理念は、「誰もが、
地域で、共に暮らす」ことであり、年齢や障害
に関係なく、誰もが地域で共に暮らせる町づく
りを考えること、誰も排除しないで包み込むこ
とである。そのキーワードは「地域」「共生」「当
事者本位」「小規模」である（三菱UFJリサーチ
＆コンサルティング 2018）。また、小多機の制
度に入らずその理念に共感した県が独自の補助
金をつけて推進したことから「富山型共生ケア」
と名付けられたが、2006年より富山型サービス
を国が制度として認めるようになっている。現
在、小多機における共生型サービスは、このよ
うな富山型共生ケアがモデルになっていると考
えられる。
このように 80 年代から 90 年代初頭において
は、在宅サービスが制度化され始めたものの、
週に 1 回から 2 回と日数的に十分ではない上に
介護が大変な認知症の人は敬遠されがちであっ
た。そうした中で、民家を活用して制度では対
応しきれないニーズに対し、小規模なデイサー
ビスなどが自主的に始まり、利用者への対応の
中で様々なサービスの形態が模索されていた。
また、栃木県や島根県、富山県では独自の補
助金により、こうした国の制度にはない認知症
の人への支援を推進していく動きも見られた。
平野（2007）は小規模な組織で自主事業が中心
の宅老所にとって、こうした都道府県や市町村
による単独補助事業が果たした役割は大きいと
指摘している。
宅老所の取り組みは、1992年から認知症の人
が毎日利用できるE型デイサービスの制度化、
グループホームの国庫補助事業、さらには地方
自治体単独の補助事業の創設を生み出した。そ
して、グループホームが制度化される際に取り
組まれた調査研究事業のモデル事業所に選ばれ
るなど、当時のグループホームのモデルとなっ
ている。しかし、グループホームの場合は宅老
所のサービス体系の「居住」部分のみ制度化さ
れたものであり、1992年に制度化されたE型デ
イサービスは「小規模」という機能のみを制度
に取り入れたもので、「多機能」というサービス
形態は制度に取り入れることができなかった。
（高橋 2007）
一方、1990年代から本格的に拡がりを見せた
宅老所の実践は、1996年、栃木県の高齢者デイ
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ホーム連絡会を皮切りに 1997 年に宮城県・福
島県・愛知県など都道府県を単位として連絡会
の組織化が活発化する。そして1999年1月には
「宅老所・グループホーム全国ネットワーク」が
設立される。全国の宅老所・グルーフホームの
ネットワーク化は、個人や事業所が抱える困難
事例や様々な情報の交換、それに関する要望書
の政府への提出、協議など新たな支援策の制度
化につながっている。
Ⅵ．考察
1．宅老所における認知症ケア
日本認知症ケアの先駆者である室伏（1985）
は80年代の認知症ケアの状況について「最近し
きりに謳われている『在宅ケア』というものは、
訪問指導・看護とか、ヘルパー派遣あるいは入
浴サービスなどの処遇の体制としてはよくとも、
それを第一線の現場で対応・実施している者に
とっては、在宅ケアの主旨はわかっても、それ
らの老人への理解や援助の方法や理念は、まだ
勉強や模索、あるいは試行錯誤的に努力してい
る段階で、ある意味では困惑と困難に来してい
る状況である」と綴っている。このように、宅
老所の実践が始まった時期は政策において在宅
サービスが始まったばかりの段階で、その対象
も寝たきり老人を中心に行っており、サービス
の質も量も乏しい状況であった。特に認知症の
人に対するケアは家族による介護が当然とされ、
家族介護が困難な場合には医療モデルに立脚し
た治療不可能な病人として「老人病院」や「精
神病院」に「拘束」される等、悲惨な処遇にお
かれることが多かった。こうした社会状況の下、
利用者の住み慣れた地域を基盤に民家を活用し
て、制度外の小規模なデイサービスなどを自主
的に始める動きが全国に現れはじめた。そして、
家族の会を始めとして施設や病院での介護に限
界を感じた介護・看護職や地域の住民組織など
が主体となって取り組まれたことで宅老所が展
開するようになった。
このような当時の流れを石倉（1999）は「痴
呆ケアの形成期」として位置づけ、こうした流
れを「痴呆老人の模索」と「痴呆老人の生活の
場づくり」という二つの流れに分離し、「両者
の流れに共通する底流として家族視点から本人
視点への転換」、つまり「家族介護者の訴えに
耳を傾けて介護上の問題を軽減する方向を探る
視点から本人自身の意思や心、居心地のよさに
着目する視点への転換」があったと指摘した。
また、天田（2004）は、このような宅老所の展
開を「宅老所運動」とみなして、「『痴呆性高齢
者』を介護する家族の会や施設での業務遂行的
なケアに戸惑いを感じたケア労働者や高齢者問
題に関心を持つ住民組織によって設立されたも
のであるが、その底流には『脱−家族介護者』
と『脱−施設介護化』（脱施設化ではない）があ
る 」と述べている。
宅老所の実践は住み慣れた地域社会を基に、
小規模でありながら、毎日の通いを中心とした
ものから、住まいを提供するもの、利用者の対
象を高齢者だけに限定せず子供や障害者を含む
ものまで多様である。このような宅老所の多様
な形態は利用者の在宅生活の中で出てくるニー
ズに対応していく過程で自然に生まれたと考え
らえる。特に、今日に至るまでの認知症ケアに
おける当事者の尊重という視点の転換や当事者
の生活に立脚するケアの在り方の展開は、認知
症の人を生活の主体とし、彼らを支える家族や
専門職そして地域住民が共に地域社会を基盤に
展開させてきた実践的な運動によるものである
と考えられる。
特に、今日に至るまでの認知症高齢者介護に
おける当事者の尊重という視点の転換や介護の
質の改善は、このように当事者を主体とし、彼
らを抱える家族や専門職そして地域住民が共に
地域社会を基盤に福祉事業を展開させてきた実
践的な運動によるものであり、岡村が提唱した
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福祉コミュニティの原動力となったのである。
2． 福祉コミュニティの視点から考える共生社
会への小多機の役割
上野は（2011）は小多機の制度化について「も
ともと持ったなし利用者のニーズに現場が柔軟
に対応するなかで自然発生的に生まれ、やがて
それが社会に認知されて制度化されるに至った
経緯を持っており、『民が官を変えた』─本書
の用語を使えば、協セクターにおける実践が先
行し、官の制度化があとで追いついた─『市
民参加型』福祉の実践としてモデルケースとな
る事例である」と述べている。
このように宅老所の実践から小多機の制度化
を概観すると、当時の大規模施設における画一
的で集団的なケアのあり方に疑問を抱いた有識
者の思いのみではなく、認知症の人や家族、地
域住民に共通する問題意識から、単なるケアの
提供ではなく、共に過ごし協力しあいながら参
加した取り組みが、制度化を導いたことがわか
る。
宅老所による実践の展開を鑑みると、生活に
不利な条件をもつ認知症の人たちが地域社会の
偏見や排除から自分の生活を守るために、彼ら
を代弁する代弁者と協力して生活者としての自
己を貫徹したとは言い難い側面があるが、その
一方、①在宅生活の問題を抱えている認知症の
人を生活の主体とみなしたこと②家族の会や施
設での業務遂行的なケアに戸惑いを感じたケア
関係者や高齢者問題に関心を持つ住民組織によ
って設立され、公共機関が実施しない福祉サー
ビスを一時的にこれに変わって展開したこと③
それが単に実践で終わってしまうのではなく組
織づくりにより関連する情報交換や参加が小多
機の制度化や新しい認知症ケアヘの転換を開い
たことという点で、岡村が提唱した福祉コミュ
ニティづくりの視点が小多機の実践の土台に息
づいている。
認知症の人でもその人らしく、地域の中で普
通に暮らすこと、可能性として共生ケアを目指
し、この横糸と経糸を丁寧に粘り強く紡いでい
くことが少多機における実践である（川原2006）。
今後の共生社会に向けて認知症当事者の参加や
ケア関係者をはじめとする地域住民の支え合い
はさらに強調されているが、認知症をきっかけ
とする街づくりという共通認識の基で、一部の
専門家のみが認知症ケアを担うのではなく地域
の自発生を上手に吸収できるような仕掛けをも
った人々が集まり、地域住民の自発性を発揮で
きるツールを創っていくことが小多機の一つの
役割であると思う。
今後共生社会を目指す上で小多機の役割は、
福祉コミュニティの土台作り、また、そのため
の社会福祉援助・運動の土台形成に取り組まな
いといけないと考えられる。そのためには、認
知症の人に目線を合わせるだけではなく、認知
症の人を生活の主体とし、生活の中から必要な
ニーズを発見して地域環境と結び付けながら解
決に向けて実践を積み上げていくことが重要で
ある。このような取り組みは、共生社会に向け
て社会福祉援助・運動の土台を形成していくこ
とに繋がると思われる。
Ⅶ．おわりに
本稿は小多機のモデルになった宅老所の実践
の展開から小多機の制度化までを概観した。す
でに記したように、宅老所の実践が追及した、
利用者の視点に立ち、利用者の生活ニーズに応
じて臨機応変に対応するケアのあり方が制度の
枠に嵌められることで、その自律性や柔軟性が
損なわれその機能を発揮できないのではないか
という懸念の声が多かった。確かに小多機が制
度化されてから 13 年が経過しているいまでも、
様々な課題が山積している。しかし、在宅の生活
を望む認知症の人の生活を支えるサービスとし
て小多機が果たしている役割は少なくない。ま
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た、今後、認知症に対する国家施策として「共
生」が主要なキーワードになっているだけに、
認知症の人が地域で共に暮らすためには、介護
保険におけるサービスのみでは限界があると思
われる。故に、必然的に利用者を取り巻く地域
社会の環境（家族や地域住民、地域性など）と
の支え合いが求められると考えられる。その根
底にある本質を再確認し、その必要性と可能性
を示したことは意義があると言えるが、今後小
多機が取り組んでいく実証的な研究をさらに深
めていく必要があると思う。
【参考文献】
朝田隆（2013）「都市部における認知症有病率と生活
機能障害への対応：平成23年度～平成24年度総合
研究報告書」
井上英晴・加戸一郎（1997）『宅老所よりあいの挑戦』
ミネルヴァ書房
永田千津子（2011）「介護保険制度における『小規模
多機能型居宅介護』の方向性─ 訪問介護の質的
変容と対比から」札幌国際大学紀要 42、93-103
永田千鶴・東清巳・松本千晴ほか（2010）「エイジン
グ・イン・プレイスを果たす認知症高齢者ケアモデ
ルの開発─ 小規模多機能事業所編」熊本大学医
学部保健科学紀要 7、 71-83
岡村重夫（1974）『地域福祉論』光生館
賀戸一郎・林裕一（2004）「小機後・多機能サービス
拠点づくりに関する批判的研究─ 宅老所の実践
の蓄積と問題の考察を通して」西南学院大学人間科
学論集 3（2）、73-122
関東信越厚生局（2017）「地域密着型サービスの概要」
厚生サロン（2005）「認知症ケアに不可欠な『なじみ
の関係』重視小規模多機能サービス施設について─
平成一四年度　初期から終末期に至るまでの地域に
密着した望ましい痴呆性高齢者ケアの在り方に関す
る調査研究報告書より─」25（4）6-11
厚生労働省（2007）「平成 19 年版厚生労働白書」
─（2018）「平成19年度介護給付費等の実態調査」
高橋誠（2008）「小規模多機能型居宅介護の現状と課
題」ふれあいケア 14 （3）、9-12
─（2009）「介護保険における小規模多機能型介護
の福祉政策的意義」東北福祉大学研究紀要33、1-14
高田洋子・谷川明日香（2009）「小規模多機能型居宅
介護事業の現状と課題：福井県を事例に」福井大学
教育地域科学部紀要V48、 1-29
高齢者介護研究会（2003）「2015 年の高齢者介護～高
齢者の尊厳を支えるケアの確立に向けて」
三原岳（2019）「認知症大網で何が変わるのか　予防重
視の弊害、共生社会の実現に向けた課題を考える」
ニッセイ基礎研究所、1-17　
三菱UFJリサーチ＆コンサルティング（2018）「共生
型サービスに係る普及・啓発事業報告書」
山越孝浩（2009）「小規模多機能型居宅介護の現状と
課題」『宅老所・小規模ケア白書 2009　宅老所・小
規模多機能ケアのすべてがわかる』筒井書房、264-
268
─（2011）「小規模多機能型居宅介護の現状と課
題」『宅老所・小規模ケア白書 2011　宅老所・小規
模多機能ケアのすべてがわかる』筒井書房、217-220
室伏君士（1985）『痴呆老人の理解とケア』金剛出版、
3
春日キスヨ（2003）「介護保険介護倫理のパラダイム
転換とケア労働」思想 955、216-236
小山剛（2008）「小規模多機能ホームの現状と課題」老
年精神医学雑誌 19、42-47
上野千鶴子（2011）『ケアの社会学』太田出版
森誌恵（2008）『現代日本の介護保険改革』法律文化
社
西尾敦史「小規模ケアのジェネオロジー 日本のおけ
る小規模ケアの生成と制度化をめぐって」静岡福祉
大学紀要 12　51-68
石倉康次（1999）『形成期の痴呆老人ケア─福祉社
会学と精神医療・看護・介護現場との対話』北大路
書房
川原秀夫（2006）「資料２小規模多機能ケアの視点」、
厚生労働省「平成 18 年 10 月全国密着型サービス
38
福祉コミュニティにおける小規模多機能型居宅介護の在り方に関する一考察
の外部評価担当者会議」https://www.mhlw.go.jp/
shingi/2006/10/s1005-7.html
浅川澄一（2008）「宅老所は『小規模多機能型』で変
わるかpart 1 制度化の波、次は有料老人ホーム!?」
筒井書房
全国小規模多機能型居宅介護事業者連絡会（2019）「小
規模機能型居宅介護の役割に関する調査研究事業
報告書」
全国小規模多機能型居宅介護事業者連絡会「小規模多
機能型居宅介護のケアマネジメントについて」
宅老所・グループホーム全国ネットワーク https://
www.takurosho.net/
槻谷和夫（1992）『誰もが望む老人ホームづくり』社
会福祉法人ことぶき福祉会
天田城介（2004）『老い衰えゆく自己の／と自由』ハー
ベスト社
白石敦子（2016）「高齢者の在宅生活を支える『小規模
多機能居宅介護』の現状と課題」社会事業研究 55、
129-135
浜崎裕子（2008）『コミュニティケアの開拓─宅老
所よりあいとNPO笑顔の実践に学ぶ』雲母書房
平野孝之・高橋誠一・奥田佑子（2007）『小規模多機
能ケア実践の理論と方法』筒井書房
米田真澄（2011）「小規模多機能居宅介護におけるマ
ネジメント」現代社会研究論集（5）、103-104
豊田・黒木邦弘（2009）『「宅老所よりあい」解体新書』
雲母書房
内閣府（2019）『令和元年版高齢者白書』
野田毅・糟谷昌志（2011）、「小規模多機能型居宅介護
事業所の有効性に関する研究─ 全国における事
業所の現状調査」厚生の指標 58（2）、1-5
